
　「妊娠が分かってから、妊婦健診のためにこのクリニッ
クに来ました。安全な場所で、お金をかけずに出産できた
ので良かったです。次の出産は、子どもたちを学校に通わ
せて、ちゃんと養うための十分な時間と貯金ができるよう、
家族計画をしようと思います」と述べるジャニファー・サリ
ンケさん（上写真）は、GFF事業実施国（GFFパートナー
国）であるケニアのカジャイド地区に住む女性です。
　ケニアが2015年にGFFとパートナーシップを開始した
当時は、妊産婦死亡率や新生児死亡率の改善が進んでお
らず、保健サービスへのアクセスの点で地区間格差が目
立っていました。その後、GFFからの助成金と世界銀行

（世銀）が資金提供する保健サービス強化プロジェクトに
より地区レベルでの保健歳出が大幅に増加し、そこに他の
援助資金がさらに加わることで、カジャイド地区では10か
所しかなかった保健センターが154か所に増え、2014年に
は約60％だった安全な施設での出産が2022年には85%
に増加。家族計画を導入する家庭の割合も45％から57％

に向上しました。
　これは一つの例に過ぎません。「エビデンスは明白だ」と
GFF事務局長のルーク・ラビオレッテ氏が述べるように、
3月8日の「国際女性デー」に合わせてGFFが発表した年
次報告書によると、GFFパートナー国36か国の9割以上
の国において、妊産婦死亡率と5歳未満児死亡率が低下す
るという目覚ましい結果が見られました※1。そして、それ以
外の母子保健関連の指標—若年女性の出産率、発育阻害

（stunting）の改善にも大きな前進がありました（図①参
照）。
　また、今回のデータはGFFとのパートナーシップが長い
ほど指標の改善も大きいことを示しています。GFFとのパー
トナーシップが3年以上の国では、4回以上の産前健診を
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グローバル・ファイナンシング・ファシリティ（GFF）は、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）
並びに母子・青少年の健康・栄養の改善を目的とする資金調達プラットフォームです。
日本国際交流センター（JCIE）では、GFFに関する理解を促進するために、
GFFの最新情報を皆さまにお届けするニュースレター「GFF Monitor」を発行しています。

※1　�直近10年間に実施された2回の調査からデータを入手できたすべてのGFFパート
ナー国の分析結果。年次報告書 脚注8（p.11, p.62）参照。

約束の実現：女性や子ども、青少年の健康を守り、改善する
―GFFが2022-2023年次報告書を発表

GFF年次報告書

図①　指標毎の改善がみられたGFFパートナー国割合

出典： GFF年次報告書 p.11

10代女性の
妊娠率

妊産婦
死亡率

5歳未満児
死亡率

5歳未満児の
発育阻害

96% 94%

76% 75%

https://new.express.adobe.com/webpage/M9DSQvBX6LPfo
https://new.express.adobe.com/webpage/M9DSQvBX6LPfo


2 

受けた数に41.5%の増加が見られましたが、それ以下の
国ではわずか1.3%でした。同様に、家族計画サービスも
GFFとのパートナーシップが3年以上の国では約3割の改
善がありましたが、それ以外のパートナー国では8.5%にと
どまっています※2（図②参照）。また、GFFとのパートナー
シップが５年以上にわたるすべての国で、妊産婦死亡率、
５歳未満の乳幼児死亡率、若年女性の出産率は減少して
います。５年以上にわたるパートナー国では、発育阻害の
減少がみられるのは88％の国、死産の減少がみられるの
も78％の国、と高い割合です。※3 
　2022-23 年度は、GFFの５か年戦略（GFFモニター 2
号参照）の中間年にあたります。この戦略では、5つの方針
に沿って女性や子ども、青少年の保健と栄養改善を目指
す支援を行っていますが、各方針で前進がありました。
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※2　年次報告書p.14参照
※3　�Delivering on the GFF Promise: Protecting and Promoting the Health and 

Well-Being of Women, Children and Adolescents Key Messages

 図②　各国の指標の改善率の中央値（ベースラインと2022年の比較）  
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データ出所　5価ワクチン接種率：WHO/UNICEF, Estimates of National Immunization Coverage
　　　　　　近代的避妊法へのアクセス割合：Track20,  Modern contraceptive prevalence　上記以外：GFF国別データ
出典：GFF年次報告書 p.15

方針1：国のリーダーシップの強化

32のGFFパートナー国が、女性や子ども、青少年の
健康改善の優先課題を明示した保健計画策定を

主導。

方針2：�公平性、あらゆる人々の声を取り入れること、ジェ
ンダー平等の推進

26のGFFパートナー国が、公平性を実現する格差是
正に取り組む戦略を実施。そのうち18か国では指

標が改善。また、GFFパートナー国の大半が、ジェンダー
ギャップに取り組む戦略を策定。そのうち16か国が戦略を
実践し、8か国では指標が改善。
　◦�バングラデシュでは、いくつかの学校で行われている思
春期の女子の健康改善プログラムを資金面・技術面で支
援。同プログラムは、女子が通学し、保健・栄養サービス
へのアクセスが増えることで、思春期の妊娠率低下を目指
しています。

https://www.globalfinancingfacility.org/sites/gff_new/files/GFF-Strategy_2021-2025_EN_FINAL.pdf
https://recordjcie.com/wp-content/uploads/2020/11/GFF-Monitor-Vol.2-April2021.pdf
https://recordjcie.com/wp-content/uploads/2020/11/GFF-Monitor-Vol.2-April2021.pdf
https://www.globalfinancingfacility.org/sites/default/files/GFF003_AR_2023_Key_Messages_Coral_FINAL_ENG.pdf
https://www.globalfinancingfacility.org/sites/default/files/GFF003_AR_2023_Key_Messages_Coral_FINAL_ENG.pdf


3 

 女性・子ども・青少年のための投資

GFF MONITOR

図③　RMNCAH-Nにおける優先分野へのIDA資金の動員割合の中央値
　　 （2011年と2023年の比較）
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GFFが支援を行っている32か国 GFFの支援対象となり得るが、
まだ支援を開始していない25か国
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出典： GFF年次報告書 p.13

方針 3： �質の高い必要不可欠な保健サービスを確保・促
進するための新しい提供手段の模索

31 のGFFパートナー国（2022年は21か国）が保健
サービスの質のモニタリングを積極的に実践。

　◦�コートジボワールでは、保健関連指標の改善が遅れてい
た地方に成果に紐づけする歳出プログラムを導入し、コ
ミュニティレベルの保健センターに必要な資金を配分し
ています。※4

方針 4： �より強靭、公平で持続可能な保健財政システム
の構築を支援

24の国では成果が実証され、ほぼすべてのGFFパー
トナー国が、国内資金動員（DRM :  Domestic 

Resource Mobilization）、効率性向上や患者の医療費負
担軽減に資する保健財政改革を優先的に実践（ 図③参
照）。
　◦�タンザニア政府は保健関連予算を倍増し（2016年の約
8%から2022年の16.5%）、2015年から妊産婦死亡率
が82%減少しています。※4

方針 5：実践と成果の実証

22の国（2022年は15か国）が、毎年、サービスの公
平性とアクセスに関する分析の更新と見直しを実

施。今回の年次報告のために32か国（2021年の23か国
から増加）がデータを共有、31か国（17か国から増加）が
国内の地域レベルのデータを共有、12か国（2か国から増
加）が性別・年齢別のデータを提供。

　◦�ケニアでは、出生や死亡届などの市民登録ができる携帯
可能な機器を過疎の地域に配付するパイロット事業を開
始しました。それによってより多くの女性や子どもが国レ
ベルのシステムに登録され、サービスを受けることができ
ます。

　世界が経済的、人道的、気候的危機に直面する中、各国
の保健制度と財政への負荷はますます大きくなります。世
銀は、これから2027年までの間に、40か国以上の政府※5

が、保健医療への支出を新型コロナウイルスのパンデミッ
ク以前のレベルより減らすことになると分析しています。
GFFの「デリバー・ザ・フューチャー（未来を約束する）」キャ
ンペーンに対しては、2023年10月の世界保健サミットで開
催された増資誓約イベントで、約4.5 億ドルの資金拠出表
明がありました。GFFが必要とする資金が全額確保でき
れば、2億5千万人の女性や子ども、青少年が、必要不可
欠である保健サービスへアクセスできるようになります。今
年４月の日本政府による1,000万ドルの拠出表明（後述記
事参照）は、同キャンペーン実現への重要な貢献です。
　ラビオレッテ事務局長は、「世界の多くの国が母子保健
関連の2030年目標達成には程遠いのが現実です。国際社
会は力を合わせて、支援を強化することが必要です」と述
べています。

※4　Countries partnering with the GFF are reducing maternal mortality 
and under-five mortality as coverage of essential health services 
increases, New data show
※5　�From Double Shock to Double Recovery

世銀グループの国際開発協会（IDA）
の資金のうち、女性や子ども、青少年
の保健と栄養改善（RMNCAH-N）の
ために割り当てられる資金は、GFFパー
トナー国平均値で40％もの増加があ
りました。これは32億ドルの新しい資
金が女性や子ども、青少年のために充
当されたことになります。一方、GFFパー
トナー国としての条件を満たしている
がGFFの支援を受けていない国にお
いて充当されたIDA資金の平均値は同
期間でマイナス値となっています。

https://www.globalfinancingfacility.org/news/press-release/countries-partnering-gff-are-reducing-maternal-mortality-and-under-five
https://www.globalfinancingfacility.org/news/press-release/countries-partnering-gff-are-reducing-maternal-mortality-and-under-five
https://www.globalfinancingfacility.org/news/press-release/countries-partnering-gff-are-reducing-maternal-mortality-and-under-five
https://www.worldbank.org/en/topic/health/publication/from-double-shock-to-double-recovery-health-financing-in-the-time-of-covid-19#2
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　民間セクターとの連携は、常にGFFの活動戦略の重
要な柱です。女性や子ども、青少年の健康や栄養の改善
は、政府や公的セクターのみでは実現できません。例えば、
GFFパートナー国であるカンボジアでは、医療費全体のう
ち自己負担額が6割を占め※6、実に人口の76％（最低所得
層でも70％以上）の人々にとって最初に診察を受けるのは
民間の施設です※7。国全体の保健指標改善には民間セク
ターとの連携が不可欠です。
　2025年以降の新しい5か年戦略の策定開始を見据えて、
GFFはこれまでの民間セクターとの連携を包括的に見直
す作業に取り掛かりました※8。現行の戦略における民間セ
クターとの連携支援は、政府が策定する「投資計画（IC : 
Investment Case）」へ民間セクターの資金や能力、知見
などを活用するための国別支援、そして、革新的な資金調
達・ファイナンシングによって民間資金をICに動員すること
の二つに大別されます。従来は、IC策定に民間セクターの
声をどう反映させるのか、民間セクターによるサービス提供
に関する基礎的データ収集など、個別の小規模な支援が
中心で、大局的な視点からの保健財政、保健サービスシス
テム改善の取り組みにつながらないことが多くありました。
一方、新型コロナウイルスのパンデミックの最中には、GFF
パートナー国の多くで、これまで前例のない民間セクターと
の連携が見られ、その経験が、GFFの民間セクター連携
の新しい戦略につながることが期待されます。

パンデミックにおける民間セクターとの連携
　新型コロナウイルスのパンデミックは、GFFパートナー
国の多くで民間セクターとの連携を進める機会となりまし
た。
　パンデミックによって、女性や子どもに必須な保健サー
ビス（EHS：Essential Health Services）へのアクセスが
脅かされる中、GFFによる最優先課題はこれらのサービ
スを継続することでしたが、そのために政府による民間セ
クターとの協調を支援しました。例えばミャンマーでは、パ
ンデミック発生後、検査、臨床、サプライチェーンそれぞれ
に関する専門委員会を立ち上げ、５週間という短い間に政
府と民間セクターの共同計画の策定を実現させました。

　また、ケニアでは、GFFは世銀グループの国際金融公
社（IFC）とのパートナーシップのもと、中小の民間セクター
のサービス提供者が、パンデミック対策とEHSの提供に
必要な器具などを購入するための低金利資金の提供にも
携わりました。
　さらに、世界保健機関（WHO）などと一緒に、パンデミッ
ク対策における民間セクターとの連携について各国政府
間の知見の共有も支援しました。その中で、多くの国から
支援を求められたのが、自国内の医療品のサプライチェー
ン見直しや製造拠点構築などに関する分析調査でした。
GFFは世銀、IFCなどとともにアフリカとアジアで調査を
実施、その結果について協議を続けています。

民間セクター連携の新しい境地：パンデミックを超えて

※6　2020年カンボジアCSESに基づく。
※7　�World Bank Cambodia Public Expenditure Review, based on government 

analysis.
※8　�別の記述がない限り、記事の内容は2023年11月29－30日に開催されたGFF

のインベスターグループ会合に提出されたペーパー「UPDATE ON PRIVATE 
SECTOR ENGAGEMENT」に基づく。

民間セクターとの連携事例2：モザンビーク
　モザンビークは2015年からGFFのパートナー国ですが、
2018年から政府の医薬品調達・流通機関であるCentral 
de Medicamentos e Artigos Médicos (CMAM)への技術
支援を行ってきました。CMAMが国内の医薬品流通網（サ
プライチェーン）を改善するにあたり、どのように民間セク
ターと連携し、それによってCMAMの通常経費予算がどの
ように節約できるのかを分析するために、ビル＆メリンダ・
ゲイツ財団、MSD for Mothers、UPS財団との協働プロジェ
クトが始動しました。その結果、現在の162か所の流通拠
点を35拠点に集約することで、増加する需要に応えつつ
も効率が向上、必要な初期投資をした上で今後10年の間
に約5割の節約につながることが分かりました。CMAMが
主導するサプライチェーン改善の実践にはまだまだ資金や
技術面での強化が必要ですが、アメリカのUSAID（国際開
発庁）が民間セクターによる調達への支援を拡大するなど、
追い風が吹いています。

民間セクターとの連携事例1：コートジボワール
　GFFと世銀は共同で、コートジボワール政府による保健
システムにおける民間セクターとの連携を支援。2020年に
官民間の対話に始まったプロジェクトは、3,300以上の民
間保健施設の調査を実施後、政府契約を締結するための
基準設定・規定整備などを進めた上で、政府を補完するか
たちで保健サービスを提供する民間施設との契約締結など
が実施されました。同プロジェクトはGFF資金2,500万ド
ルと世銀IDAからの2億ドルの資金によって支えられ、特
に公平性を考慮し、貧困層の人たちが公的保険制度を活用
できるようにするなど幅広い技術支援を行いました。さら
に、IFCとのパートナーシップによって、この官民モデルを
さらに発展させ、過疎の地域などへも保健サービスが行き
渡るための方策を策定するための調査が実施されます。
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新しい戦略に向けて
　昨年11月下旬から12月初頭に開催されたGFFの意思
決定機関のひとつである投資グループ（Investors Group: 
IG）会合において、民間セクタ―との連携が議論され、今
後の見直しのプロセスが承認されました。現在 IGへの市
民社会・ユース連合体の代表を務めるマラウイのマズィー
コ・マテンバ（Maziko Matemba）さんが、IGの議論に参
加し、保健財政強化において民間セクターとの連携が進ん
でいる例を発表しました。IGで議論された課題の最優先
事項は、GFFパートナー国の民間セクターによる保健政策

への参画をいかに促進できるかで、銀行や保険会社、製造
業など幅広い民間セクターが保健財政についての戦略策
定に参画しているマラウイは良い例になるのでは、と話し
ています※9。民間セクターは「追加的な資金を保健セクター
に動員するだけでなく、資金の効率性の向上にも貢献でき
る」と言います。
　GFF は新戦略策定にむけて、まずは少数のパイロット
国でベンチマークを設定し、新しい民間セクター連携戦略
の評価に必要な作業に着手しました。

※9　2024年4月8日に実施したオンライン・インタビュー。
※10  �実行委員会のメンバーは以下の通り：カナダ、コスタリカ、コンゴ民主共和国、エ

チオピア、ガーナ、インドネシア、日本、英国、アフリカ連合（AU）アフリカCDC、
欧州委員会（EC）、Amref Health Africa、APCASO、Senderos Asociación 
Mutual、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団、Wellcome Trust.

※11　日本外務省による要約はこちら

ルサカ・アジェンダが示す
「GHIsエコシステムの長期的発展のための5つの主要なシフト」

１．�保健システムの強化を通じてプライマリーヘルス・ケア
（PHC）促進へ貢献する

２．�持続可能な自国資金による保健サービスの提供と公衆衛
生機能拡充に向けて触媒的役割を果たす

３．�保健改善の公平性達成に向けた協調的アプローチを強
化する

４．GHIsをまたいだ戦略的・運営的一貫性を実現する
５．�グローバルヘルスにおける市場や政策の失敗を解決する
ために、医薬品の研究開発（R&D）と地域ベースの製造
プロセス構築において協調する

国際保健イニシアティブの未来  Future of Global Health Initiatives ：FGHI

　国際保健分野の新型コロナウイルスのパンデミック後
の重要な動きのひとつが、GFFも主たるアクターである
FGHIと名付けられた検討・提言プラットフォームです。こ
のプラットフォームは2022 年に組織され、ケニアとノル
ウェーが共同議長として主導、このプロセスをけん引する
実行委員会には日本も参画しました※10。
　21世紀に入ってから、新しく台頭する国際保健課題への
取り組みとして、いくつもの資金拠出機関（GHIs : Global 
Health Initiatives）が設立されました。それには、今回の
検討プロセスの対象となった、グローバルファンド、Gavi
ワクチン・アライアンス、CEPI、Unitaid、GFFおよび
FINDが含まれます。この20年の間にそれぞれの機関は
一定の成果をあげ、世界の人々の保健改善へ大きく寄与し
ました。一方、被支援国レベルにおける各機関からの資金
管理や報告の負担、それぞれへ個別に拠出するドナー国
の疲弊などといった負の側面も看過できなくなりました。
それに加え、非感染性疾患（NCDs）の拡大や、高齢化と
いったグローバルレベルの人口構造の変化、アフリカ連合
やアフリカ疾病管理予防センター（アフリカCDC）など地
域レベルの組織が力を増し、それに伴ういわゆる国際保
健アーキテクチャーの複雑化・拡大や、グローバルレベル
の優先保健課題と個々の国レベルの優先課題との乖離と
いった大きな文脈の変化に対応する必要性が生じてきまし
た。こうした状況を受けて、様 な々GHIsの協調・整理をう
ながすことを目的にFGHIプロセスが始まりました。
　2023年の一年間限定で実施された同プロセスは、数多
くのステークホルダーを巻き込み、23年8月には現状分析
と提言をまとめた調査報告書を発表。それをたたき台とし

てさらに協議を重ね、23年12月に最終成果文書として「ル
サカ・アジェンダ：国際保健イニシアティブの未来プロセス
の結論」※11を発表しました。7ページの成果文書は、5つの
戦略的シフトをGHIsに促し、その目標に向かってまずは
非公式な暫定ワーキンググループが始動し、それぞれの機
関も長期計画の作成・推進の枠組みを設けるなど、改革に
向けた第一歩を踏み出しました。
　受入国政府主導とパートナー機関との協調（アライメン
ト）を主たる戦略としているGFFにもその役割強化が期
待されます。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100601946.pdf
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 女性・子ども・青少年のための投資

GFF MONITOR

More about GFF

日本政府とGFF
　GFFの意思決定機関は信託基金委員会（Trust Fund 
Committee: TFC）と投資グループ（Investors Group: IG）
の二つがありますが、日本政府はその両方のメンバーです。
TFCは世銀と主にドナー国の代表で構成されます。IGか
らの提案を受けGFFの戦略や資金拠出の承認などを行い
ます。IGは、GFFパートナー国、市民社会、民間セクター
や国連機関、グローバルファンドやGaviといった幅広いス
テークホルダーの協調を促進します。
　日本国内では、JCIE、セーブ・ザ・チルドレン、ビル＆
メリンダ・ゲイツ財団などの市民社会組織が連携して、日
本政府によるGFF支援や日本のアクターとの連携を後押
ししています。
　4月上旬にワシントンD.C.で開催された世銀・IMF合同
開発委員会において、日本政府はGFFへの1,000万ドル
の追加拠出を表明しました※12。これは、昨年4月の同委員

会で発表された1,000万ドルに続く拠出です※13。日本政府
は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を「人的資
本の開発及び持続的な経済成長の基盤」であるとした上
で、保健システムの強化や母子保健分野の取り組みの重
要性を強調し、「母子保健分野への効果的な資金動員を
後押しする」ためにGFFへの追加拠出を行う、と説明して
います。
　日本政府はこれまでに、1.1億ドルの支援をGFFに対し
て行っています。今回の拠出は、GFFの「デリバー・ザ・
フューチャー（未来を約束する）」増資キャンペーンに貢献
し、GFFの目標である、2030年までに2億5千万人の女性・
子ども・青少年のより健康な未来を約束する事業計画を支
援します。

※12　�第109回世銀・IMF合同開発委員会における日本国ステートメント
（2024年4月19日　於：ワシントンD.C.） : 財務省 (mof.go.jp)

※13　�第107回世銀・IMF 合同開発委員会における日本国ステートメント 
（2023年4月12日　於：ワシントンD.C.） : 財務省 (mof.go.jp)

各ドナーのGFFへの拠出額（単位：100万米ドル） GFFと合意済 新規拠出誓約済

GFF信託基金への拠出および
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各ドナーの貢献
2023年10月31日現在、GFF信託基金に対す
る17のドナーからの拠出および新規拠出誓約
は、総額25億1,200万ドルになった。

（2024年4月に日本政府が表明した1,000万
ドル（※12参照）の追加拠出分はグラフに未反
映。これまでの1.1億ドルの拠出と合わせると、
日本の拠出額は合計1.2 億ドルとなる。）

BMGF: Bill & Mellinda Gates Foundation
Buffet: The Susan Thompson Buffet Founda-
tion
CIFF: Children’s Investment Fund Foundation
Laerdal: Laerdal Global Health
Botnar: Fondation Botnar
Rockefeller:  The Rockefeller Foundation

出典： GFF年次報告書 p.54

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/imf/dc/20240419_2.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/imf/dc/20240419_2.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/imf/dc/20230412_2.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/imf/dc/20230412_2.html

